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1.業務の目的及び概要 

1.1事業の背景 

(1) 社会的課題 

我が国において、相続登記の未了や所有者の所在不明に起因する所有者不

明土地の増大は、喫緊の課題となっている。これらの不動産や管理不全状

態にある空き家は、草木の繁茂、害虫の発生、建物の老朽化による倒壊リ

スクなど、地域住民の安全・安心を脅かす外部不経済を発生させている。 

特に都市近郊エリアにおいては、以下の要因により既存の不動産流通市場

から取り残される物件が顕在化している。 

・市場性と法的制約の乖離 

市街化調整区域や再建築不可物件、農地といった強い法的制約がある不動

産は、通常の仲介業務では取り扱いが困難であり、放置が長期化しやすい

傾向にある。 

・既存制度の運用障壁 

令和5年4月に創設された新たな財産管理制度（所有者不明土地管理命令

等）も、申立てに伴う予納金の負担や、管理人選任後の買受主体の不在

が、実務上の大きな障壁となっている。 

・行政指導の限界 

空家法に基づく指導・勧告だけでは、権利関係が複雑化した物件や所有者

不明物件の抜本的な解決に至らないケースが増加している。 

 
(2) 対象地域の課題 

狭山市においては、少子高齢化の進行とともに空き家・空き地の増加が顕

在化している。特に、高齢化率が約32％と県平均を上回っており、相続未

登記や所有者不明土地の発生リスクが高まっている。狭山市空家等対策計

画においても、管理不全空き家や相続放置物件の増加が課題とされてお

り、その一部には防災・防犯上の支障を及ぼす例も確認されている。 





(1) 実施主体 

狭山市 

 

・管理不全物件の特定および行政情報の提供を担う。 

・自治体申立て（公費投入）の要否判断および意思決定を行う。 

・庁内関係部署との調整を行う。 

株式会社AlbaLink 

・モデル事業全体の進捗管理を担当する。 

・民間視点による物件査定および利活用プランの策定を行う。 

・利害関係人としての法的申立て戦略の検討および行政への後方支援を実

施する。 

(2) 外部専門家・協力機関 

弁護士（専門アドバイザー） 

・所有者不明土地管理命令等の制度に関する法的助言を提供する。 

・利害関係人としての申立要件や、裁判所における受理の蓋然性に関する

精査を行う。 

・管理人選任後の処分実務（随意契約による売却の可能性等）に関する知

見を提供する。 

 

2.3 具体的業務フロー 

本事業では、狭山市と同社が連携し、法的解決が困難な所有者不明物件等

に対し、以下のフローに沿って調査から解決（買受・利活用）までの実証

を行った。 

(1) 物件の特定と事前調査 

・管理不全物件の抽出 

狭山市が保有する空き家・空き地リストや、近隣住民からの苦情・相談情

報を基に、特に緊急性が高く、かつ法的解決が必要な物件を抽出する。 



・権利関係および現地調査 

登記簿謄本、固定資産税の納付状況を確認するとともに、現地にて建物の

劣化状況や草木の繁茂状況、境界の現況を確認する。 

(2) 法的解決スキームの検討 

・専門家との共同検討 

弁護士や司法書士等と連携し、対象物件の権利状況に応じた最適な法的制

度（所有者不明土地・建物管理命令、相続財産清算人の選任等）を特定す

る。 

・申立主体と予納金の協議 

自治体が申立てを行うべきか、民間事業者が利害関係人として申立てを行

うべきかを、緊急度や予算（予納金負担）の観点から協議する。 

(3) 裁判所への申立て準備 

・証拠資料の収集と整備 

裁判所の受理率を高めるため、管理不全による外部不経済（倒壊リスク、

衛生被害等）を写真や苦情記録等を用いて客観的に証拠化する。 

・民間による買受意向の明示 

民間事業者が買取査定書や再生計画を提示することで、管理人選任後の確

実な売却先が存在することを、行政の意思決定および裁判所の判断材料と

して提供する。 

(4) 管理人の選任と処分・利活用 

・財産管理人の選任 

家庭裁判所または地方裁判所に対し、管理人の選任を申し立てる。 

・売却および所有権移転 

選任された管理人に対し、民間事業者が実績と信頼性に基づいた買受提案

を行い、裁判所の許可を得て適正な価格で売買契約を締結する。 

・管理不全の解消 

取得後、民間事業者が責任を持って建物の解体、修繕、清掃等を行い、地

域課題となっていた管理不全状態を抜本的に解消する。 





 

3.3 狭山市との連携経緯 

本事業の実証にあたっては、令和7年7月1日（月）、実施主体である同社

と狭山市との間で締結された「令和7年度所有者不明土地等対策モデル事

業に関する連携協定」を基盤としている。 

(1)協定締結の背景 

狭山市においては、相続登記の未了等に起因する所有者不明土地等が増加

している。その結果、公共事業や民間取引の停滞、さらには不適切な管理

による地域環境の悪化など、土地の円滑な利活用および良好な生活環境の

保全に対する深刻な阻害要因が顕在化している。 

こうした状況に対処するため、狭山市では、不動産の流通・利活用を阻害

する所有者不明土地等の解消に向けたモデルケースの創出が喫緊の課題と

なっていた。 

本協定は、難度の高い不動産の流通・活用における専門知識と全国ネット

ワークを持つAlbaLinkと連携し、特に「所有者不明土地管理命令制度」を

活用した官民連携による流通スキームの実証を目的としている。本取組を

通じて、所有者不明土地等の円滑な流通・利活用を促進し、地域社会の活

性化に寄与することを目指す。 

(2)連携事項 

令和7年7月1日に締結された「令和7年度所有者不明土地等対策モデル事業

に関する連携」に基づき、以下の事項について相互に協力体制を構築して

いる。 

・「所有者不明土地管理命令」の制度 を活用して、管理人選任および民

間による買受スキームの実証 

(3)本事業における意義 

本連携を通じて事業を実施する意義は、単なる物件解消に留まらず、以下

の実務的価値を創出する点にある。 





二次空家等対策計画」に掲げられた目標を上回るスピードで、負の動産を

地域資産へと転換させることが可能となる。 

 

4.株式会社AlbaLinkについて 

4.1 会社概要 

同社は、「2100年、空き家ゼロ」をミッションに掲げ、全国で空き家およ

び流動性の低い不動産の再生・利活用を展開する東証グロース市場上場企

業である。 

本社所在地:  

代表者:  

設立:  

免許番号:  

上場市場:  

 

4.2 事業内容 

同社は、独自のマーケティング手法と専門的な法的知見を組み合わせ、他

社が敬遠しがちな「困難物件」の流動化をワンストップで実現している。 

(1)空き家・訳あり物件の買取再販事業 

空き家、事故物件、共有持分、再建築不可物件など、市場での売却が困難

な物件を直接買い取り、適切な活用を目的とする投資家等へ橋渡しを行

う。 

・実績 

年間相談件数は約20,000件（2025年12月時点）、累計買取件数は4,500件

以上 

 



・価値 

所有者にとっては「負の資産からの解放」、投資家にとっては「新たな収

益機会の創出」、地域社会にとっては「放置空き家リスクの軽減」を同時

に実現する三方よしのモデルを追求している。 

(2)空き家の利活用・再生事業 

単なる売買に留まらず、自社で取得した空き家をリフォームし、地域特性

に合わせた利活用を試行している。 

・具体的展開 

民泊施設や賃貸住宅としての運営、地域コミュニティ拠点の構築などを通

じ、経済的価値と社会的価値の両立を図る。 

 

・本事業との関連 

34自治体（2026年3月時点）との連携協定を背景に、官民連携による空き

家課題の解決を加速させている。 

 

4.3 主要な強み 

・マーケティング力と集客基盤 

年間20,000件を超える相談実績があり、困りごとを抱える所有者に高い精

度でリーチするマーケティング力を有する。 

 

・専門性と対応力 

弁護士、司法書士等の士業や自治体と連携し、複雑な法的・税務的課題を

ワンストップで解決するノウハウを蓄積している。 

 

・全国の空き家に対応可能 

北海道から九州まで全国に22の支店を展開（2026年1月時点）し、47都道

府県すべてのエリアで空き家問題に対応可能な体制を整えている。 

 

・スピード対応 

平均約1.5ヶ月でのスピード決済を可能とし、所有者の切実なニーズに応

えている。 





土地の情報  

建物の情報 

 

管理状況 建物全体的に大きな劣化は見られないが、近隣より草

木の繁茂に関する苦情が寄せられた。 

取組の課題 近隣苦情・草木繁茂等の具体的な管理不全状況を示し

た証拠を示すこと。再建築不可の可能性があること、

農地転用が必要とされること。 

 

5.2 物件候補② 

▼物件写真 

 

▼物件候補 

所在地 埼玉県狭山市  



選定理由 近隣から苦情が寄せられていた。管理不全状況が明確

であったこと。 

区域区分  

立地情報   

土地の情報  

建物の情報 

 

管理状況 建物全体的に大きな劣化は見られないが、近隣より草

木の繁茂に関する苦情が寄せられた。 

取組の課題 近隣苦情・草木繁茂等の具体的な管理不全状況を示し

た証拠を特定すること。 

 

6.業務工程と詳細な業務内容 

令和7年7月：官民連携体制の構築と物件選定の着手 

 

・7/29狭山市役所とのキックオフ協議モデル事業に関する連携協定の締結

に合意。連携体制の再確認および、市内における対象物件選定の評価軸に

ついて初期協議を行った。 

令和7年8月：候補物件のリストアップと先行事例の調査 

 

・所有者不明土地利用円滑化等推進法人の指定団体や他自治体へのヒアリ







 

7.業務の成果 

本事業を通じて、所有者不明土地建物管理制度の活用における官民連携の

有効性が確認され、以下の成果・ノウハウを得ることができた。 

7.1 行政の意思決定を加速させるスキームの確立 

・物件選定において、単なる危険度だけでなく民間の活用しやすさという

視点を掛け合わせることが、行政側の公費投入の判断を迅速化させる鍵で

あることを特定した。 

・民間による具体的な買取査定書や活用案を提示することで、自治体が財

産管理制度の実行を決断するための強力な支援材料となることを実証し

た。 

 

7.2 裁判所への申立てにおける実務的要件の特定 

・裁判所の受理率を高めるためには、草木の繁茂状況や近隣への悪影響を

写真等で具体的に証拠化し、管理不全の深刻さを客観的に証明するプロセ

スが不可欠であることを確認した。 

・民間事業者が「買受希望者」として利害関係人の要件を満たし得ること

を精査し、申立て実務における民間参画の可能性を明確化した。 

 

7.3 管理人選任後の早期解決に向けたアプローチ 

・裁判所から選任される管理人は売却先の信頼性を極めて重視するため、

選任直後のタイミングで実績や具体的プランを提示することが重要である

と特定した。 

・管理人に対し安心できる買い手として早期に認知されることが、停滞し

た物件を流通へと導く最短ルートであることを明らかにした。 





 

8.3 民間申立てにおける成功モデルの確立 

民間事業者が利害関係人として申立てを行う際の必要書類や、手続きに要

する期間、受理率を高めるためのノウハウを体系化し、再現可能なモデル

として言語化する必要がある。 

 

9. 分析・提言 

狭山市における実証事業を通じて、所有者不明土地・建物管理制度の実効

性を高めるための分析および提言を以下にまとめる。 

9.1 分析 

(1) 行政の意思決定における民間情報の重要性 

自治体が公費を投じて財産管理制度の申立てを行う際、民間から具体的な

買取価格や将来の活用案が提示されることは、公費投入の妥当性を担保

し、決断を迅速化させる極めて重要な要素である。 

(2) 利害関係人としての民間参画の可能性 

特定の不動産の購入希望者は、具体的活用展望と信頼性が認められれば、

裁判所基準において利害関係人に該当し得ることが確認された。これによ

り、行政申立てのみに頼らない解決ルートの構築が可能となる。 

(3) 管理不全の証拠化の必要性 

申立ての受理率を向上させるためには、単なる放置状態の指摘ではなく、

近隣苦情や写真を用いた衛生・保安上の実害の客観的な立証が実務上の鍵

となる。 

9.2 提言 

(1) 民間申立てモデルの普及と支援 



・行政の予算枠には上限があるため、民間事業者が利害関係人として自ら

予納金を負担し、申立てを行うスキームを積極的に活用すべきである。  

 

・今回の実証で確認された通り、具体的流通・活用意向を持つ事業者は利

害関係人と認められる蓋然性が高い。民間自らが申立てを行うことで、行

政の財政負担を抑えつつ、市の計画を上回るスピードで所有者不明物件の

解消件数を増大させることが可能となる。 

 

 

 




